
 

様式C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２３年３月３１日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
 地方鉄道は地域にとって貴重な社会資本であるが，わが国における地方鉄道の多くは利用者
の減少に伴う利便性の低下が著しく，鉄道としての効果が十分に発揮できない状況となってい
る．これらの地方鉄道を社会資本として有効に活用するためには，より利便性を高めることに
よって社会に貢献できるようにすることが求められる．そこで，鉄道の利便性がどのような社
会的効果をもたらすかを分析するため，全国の地方都市の鉄道・軌道の駅を対象として，運行
頻度の高低と，鉄道・軌道駅周辺や市街地における人口分布の経年変化との関係を分析した．
その結果，運行頻度が高い鉄道駅・軌道駅周辺では，多くの人が居住し，人口が増加している
ことなど，鉄道の利便性はその社会的効果に重要な影響をもたらしていることを明らかにした． 
 
研究成果の概要（英文）： 
It is said that one of the important keys to realize a compact city is to develop very 
convenient public transportation, but quantitative analyses for that are inadequate. In 
this study, at first, the transportation frequencies over railways and tramways and 
changes in the distribution of population of all local cities in Japan over time were 
investigated. Then, the relationship between the level of frequencies of stations in 
railways or tramways and the distribution of the population around the stations in a whole 
city or in densely inhabited districts was investigated. 
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１．研究開始当初の背景 
 
わが国の地方鉄道は，ほとんど例外なく厳
しい経営状況にあり，廃止の危機に陥ってい
る路線も少なくない．また，廃止論議までに
は至らなくても，便数も少なく，十分に活用

されていない路線も多い． 
 一般にどの路線も，「利用者の減少→便数
削減と運賃上昇→さらなる利用者の減少」と
いう悪循環が長い間続いており，その結果，
著しい競争力の低下が生じてきた．また，さ
らに深刻で構造的な問題として，「鉄道の利
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便性低下による沿線への立地メリットの低
下→自動車に依存した低密度な都市の拡散
化→さらなる鉄道利用者減と利便性低下」と
いう悪循環も発生している． 
 第一の悪循環は交通システム内部の問題
であり，それだけであれば，バス転換などの
方策もありえるが，第二の悪循環は都市政策
の根幹と関わる部分であり，これを放置する
ことは社会資本の効率性の低下など別の社
会的問題にもつながるものである． 
 一方，2006年開業の富山ライトレールのよ
うに地方の赤字ローカル線を画期的に改善
し，都市の基盤として活用していこうという
プロジェクトもみられるようになっている．
このプロジェクトは「コンパクトなまちづく
りに向けてのリーディングプロジェクト」と
位置づけられるように，地方鉄道は都市政策
全般の中で評価することによってその価値
を見出すことができるものである． 
 
２．研究の目的 
 
本研究は，せっかく存在していながら不便
なままで十分活用されていない地方の鉄道
社会資本を，地域の骨格的な交通システムと
して見直し，そのサービス水準を画期的に改
善することによって将来の都市構造を支え
ていけるようにするための方策を提示する
ことを目的とする． 
現在の地方鉄道の多くは，不便で魅力に乏
しく，駅周辺に都市的な土地利用さえ展開さ
れない状況に陥っているが，このような地方
鉄道を地域のために活かすためには，「鉄道
の価値を社会的に評価する」ということを発
想の原点とすることが重要である． 
現在は，地方民営鉄道・第3セクター・JR
地方ローカル線のいずれにおいても鉄道事
業としての独立採算が基本となっているた
め，不採算である路線の利便性向上は進まな
いが，鉄道は社会に大きく貢献する可能性が
あるものであり，それを評価すれば新たな展
開が十分可能となる． 
 
３．研究の方法 
（1）分析対象とする鉄道・軌道駅の定義 
分析対象とする鉄道・軌道駅の決定にあた
っては，まず2005年10月に実施された国勢
調査で，人口が10万人以上の全国の都市を
抽出し，これらの都市の中から三大都市圏に
属する都市または2005年に鉄道・軌道駅が
存在しない都市を除いた．この結果，134の
地方都市が抽出された．人口規模別の地方都
市数を図-1に示す． 
そして，これらの地方都市内に2005年10
月時点で存在する鉄道・軌道駅を分析対象と
する．ただし，複数の鉄道事業者が同一名称
の駅を共有する場合は，別々に扱う．JRグル

ープ6社については，まとめて1事業者とし
て扱う．また，対象とする鉄道・軌道駅のう
ち，鉄道事業法に基づいて敷設された路線に
ある停車場を「鉄道駅」とし，軌道法に基づ
いて敷設された路線にある停留場を「軌道
駅」とする．鉄道駅と軌道駅の両方に該当す
る駅については，全て鉄道駅として扱う． 
以上の条件に該当する鉄道・軌道駅は，対

象地方都市内で2,338駅である．その内訳は，
鉄道駅が1,903駅，軌道駅が435駅である． 

図-1 人口規模別の都市数 
 
（2）運行頻度の算出方法 
 鉄道・軌道の利便性を表す指標として，各
鉄道・軌道駅のオフピーク時における運行頻
度を用いる．これは，ピーク時に比べて，等
間隔のダイヤが設定されて運行頻度の時間
変動が小さい場合が多く，鉄道・軌道の利便
性をより適切に表すことができると考えら
れるためである． 
まず，2005年の時刻表により，各路線の対

象駅について，オフピーク時に発車する列車
を上り・下り方向で計測し，その平均を取る
ことで各路線での運行本数を算出する．ただ
し，ターミナル駅では列車が発車する1方向
での発車本数をそのまま運行本数とする．次
に複数の路線が乗り入れている駅について
は，各路線での運行本数を足し合わせて，駅
全体での運行本数を算出する．そして，運行
本数をオフピーク時の時間で除して運行頻
度（本/h）を算出する．なお，オフピーク時
は，9：00～16：59の8時間とし，運行頻度
の算出にあたっては平日のダイヤを用いた．
運行本数は，寝台急行・寝台特急，臨時列車
及び運行日が限定されている列車を除く全
ての列車について計測した． 
運行頻度データを基に，鉄道・軌道駅を運

行頻度の高低に応じて7つの運行頻度区分に
分類する．7つの運行頻度区分と，運行頻度
別の対象地方都市内の鉄道・軌道駅数を，表
-1に示す． 
 

（3）駅勢圏人口の算出方法 
 対象地方都市内の全駅について駅への徒
歩アクセスが容易な駅周辺500m圏内の人口
を算出することで，駅勢圏人口データを作成 
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表-1 運行頻度別の鉄道・軌道駅数 

 
した．データは1995年・2000年・2005年の
国勢調査人口4次メッシュデータを使用した． 
駅勢圏人口は，駅勢圏の境界をまたぐメッ

シュについて，駅勢圏内と駅勢圏外の面積比
で人口按分することで算出する．なお，異な
る駅同士で駅勢圏が重なり合うため，複数駅
の駅勢圏に含まれる地域が存在するが，その
ような地域の人口は，駅勢圏の重なりを考慮
せず，両方の駅勢圏人口に加えている． 
 
４．研究成果 
（1）駅周辺の人口分布と運行頻度の関係 
①運行頻度別の1駅あたり駅勢圏人口 
 まず，運行頻度別に1995年・2000年・2005
年の1駅あたり駅勢圏人口を算出した．図-2
及び図-3に示すように，運行頻度の高い駅ほ
ど 2005 年の 1 駅あたり駅勢圏人口は多くな
る傾向が見られる．  
鉄道駅では，12 本/h 以上の鉄道駅の 1 駅

あたり駅勢圏人口は，有意な差とは言えない
ものの，6～12本/hの鉄道駅よりも727人少
なくなっている．12 本/h 以上の鉄道駅（24
駅）はその過半数が人口規模の大きな都市の
中心駅であり，周辺に商業系用途の土地利用
が多く見られ活発な商業活動が営まれてい
ること，そのために住宅の立地が比較的少な
いことを地図等で確認した． 
また，運行頻度があまり高くない2～3本/ 

h・3～4 本/h の軌道駅（計 18 駅）の 1 駅あ
たり駅勢圏人口が比較的多い．もともとこの
区分に属する駅が少ない上に，このうち 15
の軌道駅で，別の鉄道駅や運行頻度が高い別
の軌道駅が1km以内に存在しており，残りの
3 駅での 1 駅あたり駅勢圏人口は，2,091 人
となり比較的少ない．したがって，他の駅の
影響によって，運行頻度が低いにもかかわら
ず，1 駅あたり駅勢圏人口が多くなっている
と考えられる． 
駅勢圏人口の経年変化を見ると，鉄道駅に
ついては，図-4に示すように，3本/hを境と
して，それより運行頻度が高い駅では人口が
増加し，低い駅では人口が減少している．特
に，6～12本/h・12本/h以上の鉄道駅の1駅
あたり駅勢圏人口は 1995 年以降大きく増加
しており，鉄道駅では運行頻度が高いほど
2000 年以降の駅勢圏人口の増加率が高くな
っている． 

軌道駅については，図-5 に示すように，6
～12本/h・12本/h以上の軌道駅の1駅あた
り駅勢圏人口は2000年まではそれぞれ0.5％，
3.2％減少するものの，2000 年以降はそれぞ
れ4.0％，1.6％の増加に転じている．  

図-2 運行頻度別1駅あたり駅勢圏人口 
（鉄道駅） 

図-3 運行頻度別1駅あたり駅勢圏人口 
（軌道駅） 

図-4 運行頻度別駅勢圏人口の経年変化 

（鉄道駅，1995年=100） 

図-5 運行頻度別駅勢圏人口の経年変化 

（軌道駅，1995年=100） 
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②1995年DID内の駅の運行頻度別駅勢圏人口 
 次に，中心市街地に相当すると考えられる
DID と駅勢圏が重なる駅に限定して，運行頻
度別に1995年・2000年・2005年の1駅あた
り駅勢圏人口を算出した．本節では，DID は
1995年国勢調査に基づくものを用いた． 
鉄道駅では，図-6に示すように，運行頻度
が高いほど1駅あたり駅勢圏人口が多くなる
傾向にある． 
4本/h未満の鉄道駅の1駅あたり駅勢圏人

口の増減率は，図-7に示すように，前節の分
析と比べて低下しており，2本/h未満の鉄道
駅の1駅あたり駅勢圏人口の減少率が大きく
なっている．つまり，同じ運行頻度区分であ
ってもDID内の駅の方がDID外部の駅に比べ
て駅周辺の人口減少が顕著である． 
また，1995年から2005年にかけての2～3
本/hの鉄道駅の1駅あたり駅勢圏人口は，前
節の分析では 0.1％の増加であったのが
0.4％の減少に転じている．DID全体では人口
増減がほとんど見られないのに対し，3 本/h
以上の鉄道駅でDID全体の人口増加率を上回
っている一方で，2本/h未満の駅はDID全体
の人口増加率を下回っている． 
これらより，人口が集中しているDID内の
駅でも運行頻度が低い駅では周辺の人口が
流出し，運行頻度が高い駅では，周辺の人口
が定着・増加する傾向が顕著に現れている． 
図-8・図-9に示すように，軌道駅について
は9駅を除き全てDID内に位置するため，前
節の分析結果と大きな違いは見られない． 

図-6 運行頻度別1駅あたり駅勢圏人口 

（1995年DID内の鉄道駅） 

図-7 運行頻度別駅勢圏人口の経年変化 

（1995年DID内の鉄道駅，1995年=100） 

図-8 運行頻度別1駅あたり駅勢圏人口 

（1995年DID内の軌道駅） 

図-9 運行頻度別駅勢圏人口の経年変化 

（1995年DID内の軌道駅，1995年=100） 
 
③都市のコンパクト性と運行頻度との関係 
 本節では運行頻度の高い鉄道・軌道の整備
と，都市のコンパクト性を表す，駅周辺の人
口が都市に占める割合との関係を検証する． 
まず，前節までの分析において 2000 年以降
の鉄道駅周辺の人口増減の境目となってい
る3本/hの運行頻度に着目して，鉄道駅を運
行頻度が 3 本/h 以上の 609 駅と 3 本/h 未満
の 1,294 駅に分けて，駅周辺500ｍ圏内の人
口が134の対象都市の都市人口に占める割合
（駅勢圏内の居住割合）をそれぞれ算出した．
なお，本節では都市人口との比を算出するた
め，駅勢圏の重なりを考慮して駅勢圏人口を
算出した． 
その結果，図-10に示すように，3 本/h 以

上の駅では，駅勢圏内の居住割合は上昇して
いる．しかし，3本/h未満の駅では，駅勢圏
内の居住割合は低下が続いている．特に2000
年以降，これらの傾向がより顕著になってお
り，便利な駅の周辺に居住が相対的に集中し，
鉄道を軸としたコンパクトな都市を形成す
る傾向にあることがわかる． 
次に，前節までの分析において 2000 年以

降の軌道駅周辺の人口増減の境目となって
いる6本/hの運行頻度に着目して，軌道駅を
運行頻度が 6本/h以上の385 駅と 6本/h未
満の 50 駅に分けて，駅勢圏内の居住割合を
それぞれ算出した． 
その結果，図-11に示すように，6 本/h 以
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上の駅，6本/h未満の駅ともに，駅勢圏内の
居住割合はほとんど変化していない．なお，
6本/h未満の軌道駅の駅勢圏内の居住率が低
くなっているが，この区分に属する軌道駅が
50駅と少ないことに起因する．軌道駅は，鉄
道駅のように運行頻度の高い駅周辺で駅勢
圏内の居住割合が上昇を続けるわけではな
いが，駅勢圏内の居住割合が維持されており，
市街地の拡散を防いでいると考えられる．そ
の理由として，表-1 に示すように，97.9%の
軌道駅がDIDの内部に存在しており，鉄道駅
（63.7%）に比べて既に成熟した市街地に位
置する割合が高く，新たな開発の余地が少な
いためと考えられる． 

図-10 駅勢圏内の居住割合の経年変化 
（鉄道駅） 

図-11 駅勢圏内の居住割合の経年変化 
（軌道駅） 

 
（2）都市平均運行頻度と都市構造の関係 
対象都市ごとに 2005 年の都市平均運行頻

度を算出し，都市平均運行頻度とDID人口・
面積・人口密度の関係を分析する．ただし，
都市平均運行頻度は，各駅に対して算出した
運行頻度を駅の位置する都市ごとで平均し
たものである．また，1995年・2000年・2005
年の各国勢調査に基づく DID を用いており，
（1）②におけるDIDとは定義が異なる． 
算出した対象都市の都市平均運行頻度の
高低に応じて，対象都市を6つの運行頻度区
分に分類する．この 6 つの運行頻度区分は，
これまでの 7 つの運行頻度区分のうち，6～
12本/hと12本/h以上の両区分を統合したも
のである．6 つの運行頻度区分と，運行頻度
別の対象地方都市数，2005年の平均の都市人
口・面積・人口密度及び駅数を，表-2に示す． 
都市平均運行頻度が 3～4本/h の区分を除い

て，運行頻度が高いほど平均都市人口が多く
なっている．一方で平均都市面積は，都市平
均運行頻度が3～4本/hの区分で最小となり，
それより運行頻度が高いほど，もしくは低い
ほど都市面積は大きくなっている．また，都
市平均運行頻度が4～6本/hの区分を除いて，
運行頻度が高いほど平均都市人口密度が大
きくなっている．都市平均運行頻度が2本/h
未満の区分の都市面積が大きい傾向にある
が，これらの区分に含まれる地方都市で，近
年市町村合併が行われ，市域が拡大した影響
も含まれると考えられる． 
 都市平均運行頻度の区分別の 2005 年の平
均DID人口，平均DID面積及び平均DID人口
密度を図-12に示す．なお，DID人口・DID面
積については，都市全体に対しての人口割合
及び面積割合も示す．3～4本/hの区分を除 
 
表-2 運行頻度区分別の都市数及び都市特性 

 

図-12 都市平均運行頻度別のDID指標 
（2005年） 
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き，都市平均運行頻度が高いと，DID 人口・
DID 面積・DID 人口密度のいずれも大きくな
る傾向にある．DID 人口が都市人口に占める
割合を見ると，1～2本/hの区分が55.1%とや
や低いものの，その他は都市平均運行頻度が
高いほど，都市人口に占める割合も高くなっ
ている．DID 面積が都市面積に占める割合を
見ると，都市平均運行頻度が高いほど，都市
面積に占める割合も高くなっている．3～4本
/hの都市で17.1%と最も高くなったのは，都
市面積自体が小さいことによるものと考え
られる．  
このように鉄道・軌道の利便性の高い都市
の方が，DID の人口密度が高い密な市街地を
形成しているものと考えられる．特に，都市
平均運行頻度が6本/h以上の都市では，都市
全体の 15.7%の面積に都市全体の 87.7%の人
が居住しており，コンパクトな都市が形成さ
れていると考えられる． 
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